
軽減税率制度の対象品⽬

① 飲⾷料品の譲渡（⾷品表⽰法に規定する⾷品（酒税法に規定する酒類を除く）の譲渡をいい、外⾷等を除く）

② 定期購読契約が締結された週２回以上発⾏される新聞の譲渡

飲⾷料品
（⾷品表⽰法に規定する⾷品）
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⼈の飲⽤⼜は⾷⽤に供されるもの
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［酒税法に規定する酒類］

有料⽼⼈ホームで
の飲⾷料品の提
供・学校給⾷など

医薬品
医薬部外品等

顧客が指定した場所において
⾏う役務を伴う飲⾷料品の提
供

① 飲⾷設備（テーブル、椅⼦、カウンター等の飲⾷に⽤いられ
る設備）のある場所において

② 顧客に飲⾷させるサービス

テイクアウト
・宅配等

⼀体資産

外⾷【飲⾷料品の範囲のイメージ】

「⼀体資産」とは、おもちゃ付きのお菓⼦のように、⾷品と⾷品以外の資産があらかじめ⼀体となって
いる資産で、その⼀体となっている資産に係る価格のみが提⽰されているものをいいます。
「⼀体資産」のうち、税抜価格が１万円以下であって、⾷品の価額の占める割合が２／３以上の場合、
全体が軽減税率の対象となります（それ以外は全体が標準税率の対象となります）

（財務省資料）




